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Ⅰ　総　括

 1. 本会を組織する市町等の数

 2. 会員の数及び給料月額並びに財源率

 3.　会議に関係する事項

(1) 理事会の開催

令和2年 ・ 令和元年度一般財団法人三重県市町職員互助会

 6月  4日（木) 事業報告及び決算の承認について

・ 令和元年度一般財団法人三重県市町職員互助会

公益目的支出計画実施報告書の承認について

・ 一般財団法人三重県市町職員互助会評議員会の

招集の決議について

・ 一般財団法人三重県市町職員互助会公益事業に

関する規程の一部改正の決議について

・ 理事長による自己の職務の執行の状況の報告に

ついて

・ 常務理事による自己の職務の執行の状況の報告

について

・ 理事長の選定の決議について

令和3年 ・ 一般財団法人三重県市町職員互助会評議員会の

 1月  8日（金） 招集の決議について

 2月 22日（月） ・ 一般財団法人三重県市町職員互助会の会員等に

関する規程の一部改正の決議について

・ 一般財団法人三重県市町職員互助会公益事業に

関する規程の一部改正の決議について

・ 令和3年度一般財団法人三重県市町職員互助会

事業計画及び収支予算の承認について

・ 一般財団法人三重県市町職員互助会評議員会の

招集の決議について

・ 理事長による自己の職務の執行の状況の報告に

ついて

－掛　金 6/1,000 6/1,000

主な審議事項開催年月日 開催場所

三重県自治会館

書面によるみな
し決議

三重県自治会館

70人

平均給料月額 302,311円 305,066円 △ 2,755円

負担金 4/1,000 4/1,000 －

会員数 5,257人 5,187人

0 15 0

一部事務組合等 19 19 0 19 0

その他 1 1 0

令和２年度一般財団法人三重県市町職員互助会事業報告

区分
令和２年度 令和元年度

事業計画 決算 比較増減 決算 比較増減

1 0

市 4 4 0 4 0

町 15 15

計 39 39 0 39 0

区分 令和２年度 令和元年度 比較増減
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・ 常務理事による自己の職務の執行の状況の報告

について

・ 一般財団法人三重県市町職員互助会評議員会の

決議事項について

 3月 30日（火） ・ 事務局長の任免の承認について

(2) 評議員会の開催

令和2年 ・ 令和元年度一般財団法人三重県市町職員互助会

 6月 22日（月） 事業報告及び決算の承認について

・ 令和元年度一般財団法人三重県市町職員互助会

公益目的支出計画実施報告書について

・ 一般財団法人三重県市町職員互助会公益事業に

関する規程の一部改正について

令和3年 ・ 監事の選任について

 1月  8日（金)

 3月 22日（月） ・ 一般財団法人三重県市町職員互助会の会員等に

関する規程の一部改正について

・ 一般財団法人三重県市町職員互助会公益事業に

関する規程の一部改正について

令和3年度一般財団法人三重県市町職員互助会

事業計画及び収支予算について

(3) 監査の実施

　　・平成23年 ５月　　　平成22年度収支決算について　　　

令和2年 ・ 令和元年度監査

 5月 21日（木）

(4) 全国市町村職員互助団体連絡協議会研究会等への出席状況

令和2年 ・ 令和元年度事業報告につ

 4月 9日（木） いて

・ 令和元年度収支決算につ

いて　

・ 令和2年度事業計画及び

予算について

・ 次期役員の選任について

 6月 11日（木） ・ 各互助団体からの現状報告

 6月 12日（金） ・ 各府県から提出された議題

についての意見交換

 7月 16日（木）

 7月 17日（金）

 8月  6日（木)

 8月  7日（金)

開催年月日

開催年月日

開催年月日

　（書面開催）

滋賀県  東海・近畿地区業務

（中止）  研究会

(中止)

（中止）  研究会

主な審議事項

三重県自治会館

会議の名称 内容等

 第38回総会

岡山県  西日本地区業務

書面によるみな
し決議

開催場所 主な審議事項

三重県自治会館

開催場所

開催場所

東京都

書面によるみな
し決議

三重県自治会館

三重県  全国事務研修会
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10月  8日（木)

10月  9日（金)

(5)諸会議の開催

令和2年 　担当者事務打合会 ・ 互助会調定関係

11月 17日（火） ・ 互助会事業について

Ⅱ　事業の実施状況

 1. 公益事業（負担金を財源とした事業）

　　地方自治の振興を図るとともに不特定多数の者の利益の増進に資するため次の事業を

行った。ただし、令和２年度においては、新型コロナウイルス感染防止対策のため地域

イベントが縮小開催や中止となったことから、助成金の限度額について、地域振興助成

金及び防災支援助成金の合計額6,000,000円を限度とした。

(1) 地域振興助成金

　　地域の特性を活かした公益的な事業、地域住民の交流や文化継承への貢献活動など地

域住民を対象とした事業を実施した会員市町等に対して助成金を交付した。

● 申請　　　　11団体 円

● 交付 11団体 円

紀宝町 第19回光の祭典in紀宝 1,900,000 1,900,000

玉城町
玉城町自治区活性化事業
玉城町地域振興イベント等支援事業

3,000,000 3,000,000

度会町 度会町地域振興事業 3,000,000 3,000,000

御浜町 御浜町地域振興事業 3,000,000 3,000,000

朝日町 博物館展示事業 2,324,319 2,324,319

多気町 公共図書館図書購入事業 5,000,000 5,000,000

明和町 地域コミュニティ活性化事業 3,000,000 3,000,000

鳥羽市 図書館図書備品等整備事業 3,000,000 3,000,000

東員町 文化事業イベント（自主文化公演） 3,000,000 3,000,000

菰野町 菰野町住民参加型地域づくり交流事業 700,000 700,000

30,924,319

30,924,319

単位：円

団体名 事　業　内　容 申請額 交付額

（中止）

開催年月日 開催場所 会議の名称 協議事項

三重県自治会館

岩手県  全国業務研究会
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(2) 防災支援助成金

　　地域の安全・安心を確保・維持するために必要なハード整備、ソフト事業を実施した

　会員市町等に対して助成金を交付した。

● 申請　　　　22団体 円

● 交付 22団体 円

大台町
防災用備蓄品購入事業
防災倉庫整備事業

6,000,000 6,000,000

玉城町 防災対策環境整備事業 3,000,000 3,000,000

度会町
度会町風水害対策緊急促進事業防災マッ
プ作成業務

3,000,000 3,000,000

川越町 災害時備蓄品 6,000,000 6,000,000

多気町
防災備蓄品整備事業
自主防災組織整備事業補助金

1,000,000 1,000,000

明和町
自主防災組織強化育成事業
緊急給水拠点水源整備事業

3,000,000 3,000,000

東員町
①東員町防災活動事業補助金
②東員町災害対策用物品購入

3,000,000 3,000,000

菰野町 防災支援（資機材助成）事業 5,300,000 5,300,000

朝日町 朝日町防災関連事業 3,148,172 3,148,172

熊野市

１．停電時避難誘導街灯設置事業
２．ＤＯＮＥＴを活用した津波予測伝達
システム整備事業
３．災害時非常食・飲料水整備事業
４．簡易型感震ブレーカー設置促進事業
５．熊野市防災公園防災倉庫資機材整備
事業
６．熊野市ハザードマップ作成事業
７．防災行政無線戸別受信機（防災ラジ
オ）配布事業

6,000,000 6,000,000

いなべ市 災害対策用備蓄資材購入事業 6,000,000 5,710,168

志摩市 災害対策用備蓄食糧購入事業 6,000,000 6,000,000

100,548,172

99,547,930

単位：円

団体名 事　業　内　容 申請額 交付額

鳥羽市 防災対策事業 3,000,000 3,000,000

南伊勢町

耕作放棄地解消及び地域資源を生かした
地域活性化事業
宿田曽地区における地域支えあい体制づ
くり事業

3,000,000 3,000,000

合計 11団体 30,924,319 30,924,319
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 2. 給付事業（掛金を財源とした事業）

　会員及び被扶養者の福祉の増進に寄与するため次の給付を行った。

単位：円

　 病気、負傷等で入院したとき

・ 会員　　 件 円

2,000円 × 日

・ 配偶者及び子

　　　　  件 円

1,300円 × 日

会員が婚姻したとき

　 件 円

  会員が婚姻し、満25年を迎えたとき

件 円

会員及び会員の配偶者が出産したとき

件 円

会員の扶養家族が小学校及び中学校に入

学したとき

件 円

会員の扶養家族が中学校を卒業したとき

件 円

495 × 10,000

卒業祝金 2,490,000 2,250,000

225 × 10,000

178 × 30,000

入学祝金 5,330,000 4,950,000

2,205

結婚祝金 5,100,000 5,500,000

110 × 50,000

174 3,768,000

1,884

171 2,866,500

御浜町 地震対策事業 3,000,000 3,000,000

区分 事業計画額 決算額 説　　　　　明

入院見舞金 9,524,000 6,634,500

わたらい老人
福祉施設組合

福祉避難所及び自治会避難所防災対策事
業

6,000,000 6,000,000

三重県三重郡
老人福祉施設

組合

災害時の福祉避難所用備蓄品・備品等の
購入

6,000,000 5,289,590

紀北町

防災備蓄備品整備事業 3,000,000 3,000,000

木曽岬町

銀婚祝金 2,700,000 2,520,000

84 × 30,000

出産祝金 7,200,000 5,340,000

合計 22団体 100,548,172 99,547,930

紀宝町
1.避難所用備品の整備
2.避難路整備

4,100,000 4,100,000

6,000,000 6,000,000

大紀町 防災避難所整備事業 6,000,000 6,000,000

南伊勢町

木曽岬町防災行政無線（デジタル移動
系）整備工事

令和２年度災害対策事業
令和２年度防災行政無線整備事業

6,000,000 6,000,000

紀南病院組合 防災用備蓄整備事業 6,000,000 6,000,000
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会員、会員の配偶者及び家族が死亡した

とき

・ 会員 円

件 円

・ 配偶者及び子 円

件 円

・ 実父母 円

件 円

会員がリフレッシュのため宿泊施設等を

利用したとき

（上限 令和2年度まで20,000円 

令和2年度10,000円）

平均支給額　 14,002円

会員が互助会契約の施設を利用したとき、

補助券を配布（1枚2,000円）
(但し東京ﾃﾞｨｽﾞﾆｰﾘｿﾞｰﾄ：3,000円、名古屋港：一部1,800円）

・ ナガシマリゾート　　 枚

・ 鈴鹿サーキット　　　 枚

・ 鳥羽水族館 枚

・ 志摩スペイン村　　　　　 枚

・ 東京ディズニーリゾート　　　　　　　枚

・ 海遊館 枚

・ ラグナシア 枚

・ アドベンチャーワールド 枚

・ 名古屋港水族館 枚

枚

会員及びその家族を対象に各種法律上の

相談に応じるため、弁護士による法律相談

を実施した。相談件数は1件であった。

 3. 厚生事業（負担金を財源とした事業）

　  会員の心身の健康保持及び活力の向上を図るため次の事業を行った。

(1) 職場研修助成金

　　所属長等が職員を対象に研修事業を実施したとき、費用の一部を補助した。

件数 件 平均支給額 円

金額 円

(2) メンタルヘルス事業

①相談事業

　会員の職場及び健康等に関する不安や悩みに応じるため、２ヶ月に1回、三重県自治

会館内に相談室を設置しカウンセラーによる面談を実施した。

件数 0 件

金額 円

5,505,000

97 × 20,000

契約施設利 5,700,000 708,660

用補助金

0

活力づくり
補助金

48,934,000 24,895,000

1,778件

法律相談 110,000 11,000

27 203,888

弔慰金 2,800,000 2,540,000

200,000

50,000

1,940,000

2 × 100,000

400,000

8 ×

41

42

137

66

6

3

6

28

22

(合計） 351
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②研修講師派遣事業

　職員を対象とした研修を実施する会員団体に対して講師を派遣し、研修に要する費

用の一部を助成した。

件数 件（3団体）

金額 円

(3) カウンセリング事業

　　会員団体における職員の健康管理対策の一環として職員を対象にカウンセリングを

実施した。

人数 220人（147時間）

団体数 4団体（2市、1町、1一部事務組合）　

金額 円

 4. 福利事業（掛金と負担金を財源とした事業）

  　会員の公務に対する意欲や働きがいを向上させるため、次の事業を行った。

(1) 健康づくり補助金　（財源内訳：掛金40％　負担金60％）

　　会員自らが健康の保持・増進に努めるために実施した次の事項に対して、費用の一

部を補助した。

①各種健康診断補助金

　健康診断受診に要する費用の一部として会員一人あたり7,000円を上限に補助。

（令和2年度まで会員一人あたり5,000円を上限）

件数 件 平均支給額 円

金額 円

②予防接種補助金

　インフルエンザの予防接種に要する費用の一部として会員一人あたり3,000円を上限

に補助。（令和2年度まで会員一人あたり1,500円を上限）

件数 件 平均支給額 円

金額 円

 (2) 自己実現支援補助金　（財源内訳：掛金60％　負担金40％）

　会員が自己啓発のために要する費用の一部として会員一人あたり費用の2分の1で

 3,000円を上限に補助した。

件数 件 平均支給額 円

金額 円

5,332,500

1,168,620

2,061 5,482

11,299,200

320,280

2,129

5

2,504

62 2,723

168,800
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　　記載すべき事業はありません。

附 属 明 細 書
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（単位：円）

Ⅰ 資産の部

1. 流動資産

現金預金 71,270,038 339,034,446 △ 267,764,408

譲渡性預金 300,000,000 0 300,000,000

流動資産合計 371,270,038 339,034,446 32,235,592

2．固定資産

(1) 基本財産

定期預金 20,000,000 20,000,000 0

基本財産合計 20,000,000 20,000,000 0

(2) その他の固定資産

基金積立資産 863,567,774 928,850,221 △ 65,282,447

出資金 100,000 100,000 0

その他の固定資産合計 863,667,774 928,950,221 △ 65,282,447

固定資産合計 883,667,774 948,950,221 △ 65,282,447

資産合計 1,254,937,812 1,287,984,667 △ 33,046,855

Ⅱ 負債の部

1. 流動負債

未払金 59,147,259 47,059,620 12,087,639

流動負債合計 59,147,259 47,059,620 12,087,639

負債合計 59,147,259 47,059,620 12,087,639

Ⅲ 正味財産の部

1. 指定正味財産

指定正味財産合計 20,000,000 20,000,000 0

2. 一般正味財産

その他一般正味財産 1,175,790,553 1,220,925,047 △ 45,134,494

一般正味財産合計 1,175,790,553 1,220,925,047 △ 45,134,494

正味財産合計 1,195,790,553 1,240,925,047 △ 45,134,494

負債及び正味財産合計 1,254,937,812 1,287,984,667 △ 33,046,855

増減

貸　借　対　照　表

令和３年３月31日現在

科　　　　目 当年度 前年度
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実施事業等会計

Ⅰ 資産の部

1. 流動資産

現金預金 56,182,659 25,476,180 △ 10,651,201

譲渡性預金 0 300,000,000 0

流動資産合計 56,182,659 325,476,180 △ 10,651,201

2．固定資産

(1) 基本財産

定期預金 0 0 0

基本財産合計 0 0 0

(2) その他の固定資産

基金積立資産 0 0 863,567,774

出資金 0 0 100,000

その他の固定資産合計 0 0 863,667,774

固定資産合計 0 0 863,667,774

資産合計 56,182,659 325,476,180 853,016,573

Ⅱ 負債の部

1. 流動負債

未払金 56,182,659 1,719,200 983,000

流動負債合計 56,182,659 1,719,200 983,000

負債合計 56,182,659 1,719,200 983,000

Ⅲ 正味財産の部

1. 指定正味財産

指定正味財産合計 0 0 0

2. 一般正味財産

その他一般正味財産 0 324,891,170 850,899,383

一般正味財産合計 0 324,891,170 850,899,383

正味財産合計 0 323,756,980 852,033,573

負債及び正味財産合計 56,182,659 325,476,180 853,016,573

貸 借 対 照 表 内 訳 表

令和３年３月31日現在

その他 

科　目
公益事業 給付事業 厚生事業
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（単位：円）

掛金 負担金

105,420 156,980 0 0 71,270,038

0 0 0 0 300,000,000

105,420 156,980 0 0 371,270,038

0 0 20,000,000 0 20,000,000

0 0 20,000,000 0 20,000,000

0 0 0 0 863,567,774

0 0 0 0 100,000

0 0 0 0 863,667,774

0 0 20,000,000 0 883,667,774

105,420 156,980 20,000,000 0 1,254,937,812

105,420 156,980 0 0 59,147,259

105,420 156,980 0 0 59,147,259

105,420 156,980 0 0 59,147,259

0 0 20,000,000 0 20,000,000

0 0 0 0 1,175,790,553

0 0 0 0 1,175,790,553

0 0 20,000,000 0 1,195,790,553

105,420 156,980 20,000,000 0 1,254,937,812

 事業会計

法人会計
内部取引
消　　去

合　　計福利事業
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（単位：円）

Ⅰ 一般正味財産増減の部

1．経常増減の部

(1)経常収益

基本財産運用益 1,186 2,715 △ 1,529

基本財産受取利息 1,186 2,715 △ 1,529

特定資産運用益 0 866 △ 866

貸付金受取利息 0 866 △ 866

受取掛金 112,853,120 111,997,124 855,996

受取会員掛金 112,853,120 111,997,124 855,996

受取負担金 76,262,746 75,732,522 530,224

受取負担金 76,262,746 75,732,522 530,224

雑収益 671,493 1,008,607 △ 337,114

受取利息 594,350 878,785 △ 284,435

雑収益 77,143 129,822 △ 52,679

経常収益計(1) 189,788,545 188,741,834 1,046,711

(2)経常費用

事業費 218,269,809 251,230,988 △ 32,961,179

地域振興助成金 30,924,319 63,868,578 △ 32,944,259

防災支援助成金 99,547,930 69,000,000 30,547,930

入院見舞金 6,634,500 6,673,500 △ 39,000

結婚祝金 5,500,000 5,650,000 △ 150,000

銀婚祝金 2,520,000 1,860,000 660,000

出産祝金 5,340,000 5,430,000 △ 90,000

入学祝金 4,950,000 4,940,000 10,000

卒業祝金 2,250,000 2,080,000 170,000

弔慰金 2,540,000 2,850,000 △ 310,000

活力づくり補助金 24,895,000 61,046,000 △ 36,151,000

契約施設利用補助金 708,660 3,520,260 △ 2,811,600

法律相談事業 11,000 109,800 △ 98,800

職場研修助成金 5,505,000 3,651,120 1,853,880

正味財産増減計算書

令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

当年度 前年度 増減科目
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当年度 前年度 増減科目

メンタルヘルス事業 320,280 1,263,610 △ 943,330

カウンセリング事業 1,168,620 1,188,220 △ 19,600

健康づくり補助金 16,631,700 9,029,000 7,602,700

自己実現支援補助金 168,800 316,900 △ 148,100

人件費負担金 8,654,000 8,754,000 △ 100,000

管理費 16,653,230 17,821,441 △ 1,168,211

役員等報酬 158,000 141,000 17,000

会議費 13,750 213,048 △ 199,298

旅費交通費 2,000 285,840 △ 283,840

通信運搬費 0 63,381 △ 63,381

消耗品費 42,986 50,836 △ 7,850

印刷製本費 439,120 436,975 2,145

光熱水料費 907,805 874,757 33,048

賃借料 1,615,224 1,570,608 44,616

諸謝金 396,000 392,400 3,600

租税公課 72,450 71,200 1,250

支払負担金 701,327 1,176,040 △ 474,713

支払手数料 2,023,980 2,203,488 △ 179,508

委託費 1,628,588 1,594,788 33,800

人件費負担金 8,652,000 8,744,000 △ 92,000

雑費 0 3,080 △ 3,080

経常費用計 (2) 234,923,039 269,052,429 △ 34,129,390

当期経常増減額 (1)‐(2) △ 45,134,494 △ 80,310,595 35,176,101

2．経常外増減の部

(1)経常外収益

経常外収益計 0 0 0

(2)経常外費用

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 45,134,494 △ 80,310,595 35,176,101

一般正味財産期首残高 1,220,925,047 1,301,235,642 △ 80,310,595

一般正味財産期末残高 1,175,790,553 1,220,925,047 △ 45,134,494

13



当年度 前年度 増減科目

Ⅱ 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 20,000,000 20,000,000 0

指定正味財産期末残高 20,000,000 20,000,000 0

Ⅲ 正味財産期末残高 1,195,790,553 1,240,925,047 △ 45,134,494
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実施事業等会計

Ⅰ 一般正味財産増減の部

1．経常増減の部

(1)経常収益

基本財産運用益 0 0 0

基本財産受取利息 0 0 0

受取掛金 0 112,853,120 0

受取会員掛金 0 112,853,120 0

受取負担金 0 1,134,190 75,128,556

受取負担金 0 1,134,190 75,128,556

雑収益 0 0 601,493

受取利息 0 0 594,350

雑収益 0 0 7,143

経常収益計 0 113,987,310 75,730,049

(2)経常費用

事業費 132,635,249 58,811,160 10,022,900

地域振興助成金 30,924,319 0 0

防災支援助成金 99,547,930 0 0

入院見舞金 0 6,634,500 0

結婚祝金 0 5,500,000 0

銀婚祝金 0 2,520,000 0

出産祝金 0 5,340,000 0

入学祝金 0 4,950,000 0

卒業祝金 0 2,250,000 0

弔慰金 0 2,540,000 0

活力づくり補助金 0 24,895,000 0

契約施設利用補助金 0 708,660 0

法律相談事業 0 11,000 0

職場研修助成金 0 0 5,505,000

メンタルヘルス事業 0 0 320,280

その他 
科　　　目

正味財産増減計算書内訳書

令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

公益事業 給付事業 厚生事業
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（単位：円）

掛金 負担金

0 0 1,186 0 1,186

0 0 1,186 0 1,186

0 0 0 0 112,853,120

0 0 0 0 112,853,120

0 0 0 0 76,262,746

0 0 0 0 76,262,746

0 0 70,000 0 671,493

0 0 0 0 594,350

0 0 70,000 0 77,143

0 0 71,186 0 189,788,545

6,753,960 10,046,540 0 0 218,269,809

0 0 0 0 30,924,319

0 0 0 0 99,547,930

0 0 0 0 6,634,500

0 0 0 0 5,500,000

0 0 0 0 2,520,000

0 0 0 0 5,340,000

0 0 0 0 4,950,000

0 0 0 0 2,250,000

0 0 0 0 2,540,000

0 0 0 0 24,895,000

0 0 0 0 708,660

0 0 0 0 11,000

0 0 0 0 5,505,000

0 0 0 0 320,280

法人会計
内部取引
消　　去

合　　計福利事業
 事業会計

17



実施事業等会計 その他 
科　　　目

公益事業 給付事業 厚生事業

カウンセリング事業 0 0 1,168,620

健康づくり補助金 0 0 0

自己実現支援補助金 0 0 0

人件費負担金 2,163,000 3,462,000 3,029,000

管理費 0 0 0

役員等報酬 0 0 0

会議費 0 0 0

旅費交通費 0 0 0

通信運搬費

消耗品費 0 0 0

印刷製本費 0 0 0

光熱水料費 0 0 0

賃借料 0 0 0

諸謝金 0 0 0

租税公課 0 0 0

支払負担金 0 0 0

支払手数料 0 0 0

委託費 0 0 0

人件費負担金 0 0 0

雑費

経常費用計 (2) 132,635,249 58,811,160 10,022,900

当期経常増減額 (1)‐(2) △ 132,635,249 55,176,150 65,707,149

2．経常外増減の部

(1)経常外収益

経常外収益計 0 0 0

(2)経常外費用

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

他会計振替前当期一般正味財産増減額 △ 132,635,249 55,176,150 65,707,149

他会計振替額 △ 132,635,249 0 149,217,293

他事業振替額 0 6,753,960 10,046,540
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掛金 負担金

法人会計
内部取引
消　　去

合　　計福利事業
 事業会計

0 0 0 0 1,168,620

6,652,680 9,979,020 0 0 16,631,700

101,280 67,520 0 0 168,800

0 0 0 0 8,654,000

0 0 16,653,230 0 16,653,230

0 0 158,000 0 158,000

0 0 13,750 0 13,750

0 0 2,000 0 2,000

0 0 42,986 0 42,986

0 0 439,120 0 439,120

0 0 907,805 0 907,805

0 0 1,615,224 0 1,615,224

0 0 396,000 0 396,000

0 0 72,450 0 72,450

0 0 701,327 0 701,327

0 0 2,023,980 0 2,023,980

0 0 1,628,588 0 1,628,588

0 0 8,652,000 0 8,652,000

6,753,960 10,046,540 16,653,230 0 234,923,039

△ 6,753,960 △ 10,046,540 △ 16,582,044 0 △ 45,134,494

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

△ 6,753,960 △ 10,046,540 △ 16,582,044 0 △ 45,134,494

0 0 △ 16,582,044 0 0

△ 6,753,960 △ 10,046,540 0 0 0
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実施事業等会計 その他 
科　　　目

公益事業 給付事業 厚生事業

当期一般正味財産増減額 0 48,422,190 △ 93,556,684

一般正味財産期首残高 0 276,468,980 944,456,067

一般正味財産期末残高 0 324,891,170 850,899,383

Ⅱ 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 0

指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ 正味財産期末残高 0 324,891,170 850,899,383
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掛金 負担金

法人会計
内部取引
消　　去

合　　計福利事業
 事業会計

0 0 0 0 △ 45,134,494

0 0 0 0 1,220,925,047

0 0 0 0 1,175,790,553

0 0 0 0 0

0 0 20,000,000 0 20,000,000

0 0 20,000,000 0 20,000,000

0 0 20,000,000 0 1,195,790,553
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１.継続組織の前提に関する注記

　　継続組織の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

２.重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　満期保有有価証券・・・・・償却原価法(定額法)によっている。

　　その他の有価証券・・・・・該当なし。

（２）消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

３.基本財産、特定資産及びその他固定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　定期預金 20,000,000 0 0 20,000,000

20,000,000 0 0 20,000,000

その他固定資産

　基金積立資産 928,850,221 7,143 65,289,590 863,567,774

　出資金 100,000 0 0 100,000

928,950,221 7,143 65,289,590 863,667,774

948,950,221 7,143 65,289,590 883,667,774

４.基本財産、特定資産及びその他固定資産の財源等の内訳

　　基本財産、特定資産及びその他固定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

基本財産

　定期預金 20,000,000 20,000,000 0 0

20,000,000 20,000,000 0 0

その他固定資産

　基金積立資産 863,567,774 0 863,567,774 0

　出資金 100,000 0 100,000 0

863,667,774 0 863,667,774 0

883,667,774 20,000,000 863,667,774 0

５.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

帳簿価額 時価 評価損益

99,998,215 100,080,000 81,785

100,000,000 100,400,000 400,000

199,998,215 200,480,000 481,785

小　　計

小　　計

合　　計

合　　計

科　　目

兵庫県債

兵庫県債

（うち負債に対
応する額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

財務諸表に対する注記

科　　目

小　　計

小　　計

合　　計

科　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）
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６．その他

（１）金融商品に対する取組方針

　　本会は、公益目的事業の資金となる基金積立金を運用し、その運用益を事業等に充

　てるため、債権等によって資産運用を行う。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

　　投資有価証券は、国債・地方債で、市場価格の変動リスクにさらされている。

（３）金融商品のリスクに係る管理体制

　　金融商品の取引は、本会の資産運用規定に基づき行う。また、リスクの管理は、発

　行体の状況を把握し理事会等に報告する。
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１.基本財産及び特定資産の明細

　財務諸表に対する注記４で記載しているので、省略する。

附属明細書
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（単位：円）

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金        額

(流動資産)

現金預金

普通預金（掛金） 百五銀行県庁支店 掛金分を運転資金としている 25,581,600

普通預金（負担金）百五銀行県庁支店 負担金分を運転資金としている 45,688,438

譲渡性預金 百五銀行県庁支店 掛金分を運転資金としている 300,000,000

流動資産合計 371,270,038

(固定資産)

基本財産

定期預金 百五銀行県庁支店 法人会計の管理運営費としている 20,000,000

その他の固定資産

基金積立資産
実施事業等会計、その他事業会計、
法人会計の支払準備金としている

863,567,774

譲渡性預金 百五銀行県庁支店 663,569,559

投資有価証券 兵庫県債(平成26年度発行) 99,998,215

兵庫県債(平成27年度発行) 100,000,000

出資金 三重県勤労者福祉センター 100,000

固定資産合計 883,667,774

資産合計 1,254,937,812

(流動負債)

未払金 市町等 各給付金の未支給分 59,147,259

流動負債合計 59,147,259

負債合計 59,147,259

正味財産合計 1,195,790,553

財 産 目 録

令和３年３月31日現在
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（単位：円）

Ⅰ 一般正味財産増減の部

1．経常増減の部

(1)経常収益

基本財産運用益 5,000 1,186 3,814

基本財産受取利息 5,000 1,186 3,814

受取掛金 106,474,000 112,853,120 △ 6,379,120

受取会員掛金 106,474,000 112,853,120 △ 6,379,120

受取負担金 73,925,000 76,262,746 △ 2,337,746

受取負担金 73,925,000 76,262,746 △ 2,337,746

雑収益 565,000 671,493 △ 106,493

受取利息 555,000 594,350 △ 39,350

雑収益 10,000 77,143 △ 67,143

経常収益計(1) 180,969,000 189,788,545 △ 8,819,545

(2)経常費用

事業費 334,645,000 218,269,809 116,375,191

地域振興助成金 90,000,000 30,924,319 59,075,681

防災支援助成金 90,000,000 99,547,930 △ 9,547,930

入院見舞金 9,524,000 6,634,500 2,889,500

結婚祝金 5,100,000 5,500,000 △ 400,000

銀婚祝金 2,700,000 2,520,000 180,000

出産祝金 7,200,000 5,340,000 1,860,000

入学祝金 5,330,000 4,950,000 380,000

卒業祝金 2,490,000 2,250,000 240,000

弔慰金 2,800,000 2,540,000 260,000

活力づくり補助金 48,934,000 24,895,000 24,039,000

契約施設利用補助金 5,700,000 708,660 4,991,340

法律相談事業 110,000 11,000 99,000

職場研修助成金 11,294,000 5,505,000 5,789,000

メンタルヘルス事業 2,237,000 320,280 1,916,720

収支計算書（損益ベース）

令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

科　　目 予算額 決算額 差　異
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科　　目 予算額 決算額 差　異

カウンセリング事業 2,297,000 1,168,620 1,128,380

健康づくり補助金 38,019,000 16,631,700 21,387,300

自己実現支援補助金 1,650,000 168,800 1,481,200

人件費負担金 9,260,000 8,654,000 606,000

管理費 23,687,000 16,653,230 7,033,770

役員等報酬 303,000 158,000 145,000

会議費 570,000 13,750 556,250

旅費交通費 736,000 2,000 734,000

通信運搬費 50,000 0 50,000

什器備品費 10,000 0 10,000

消耗品費 419,000 42,986 376,014

印刷製本費 600,000 439,120 160,880

光熱水料費 918,000 907,805 10,195

賃借料 1,616,000 1,615,224 776

諸謝金 720,000 396,000 324,000

租税公課 120,000 72,450 47,550

支払負担金 1,212,000 701,327 510,673

支払手数料 2,700,000 2,023,980 676,020

委託費 4,435,000 1,628,588 2,806,412

人件費負担金 9,258,000 8,652,000 606,000

雑費 20,000 0 20,000

経常費用計 (2) 358,332,000 234,923,039 123,408,961

当期経常増減額 (1)‐(2) △ 177,363,000 △ 45,134,494 △ 132,228,506

2．経常外増減の部

(1)経常外収益

経常外収益計 0 0 0

(2)経常外費用

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 177,363,000 △ 45,134,494 △ 132,228,506

一般正味財産期首残高 1,163,375,000 1,220,925,047 △ 57,550,047

一般正味財産期末残高 986,012,000 1,175,790,553 △ 189,778,553
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科　　目 予算額 決算額 差　異

Ⅱ 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 20,000,000 20,000,000 0

指定正味財産期末残高 20,000,000 20,000,000 0

Ⅲ 正味財産期末残高 1,006,012,000 1,195,790,553 △ 189,778,553
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【公益目的支出計画実施報告書の概要】

１．公益目的財産額　　　　　　　　　　 円 （ ）

２．当該事業年度の公益目的収支差額　 円 （ ）

）

（１）前事業年度末の公益目的収支差額 円 （ ）

（２）当該事業年度の公益目的支出の額　 円 （ ）

（３）当該事業年度の実施事業収入の額　 円 （ ）

３．当該事業年度末日の公益目的財産額 円 （ ）

４．２．の欄に記載した額が計画に記載した額と異なる場合、その概要及び理由

【公益目的支出計画の状況】

公益目的支出計画の実施期間 １０年間

公益目的支出計画の完了予定年度の末日　 令和５年３月３１日

円

919,875,507 円

令和２年度公益目的支出計画実施報告書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

1,052,510,756 1,457,840,000 円

実　績 計　画

1,750,202,198 1,750,202,198 円

697,691,442 292,362,198 円

132,635,249 182,230,000 円

0 0 円

1,640,070,000

公益目的支出の額 135,056,578

前事業年度 当該事業年度 翌事業年度（計画）

公益目的収支差額 919,875,507 円 1,052,510,756 円

公益目的財産額 1,750,202,198 円 1,750,202,198 円

公益目的財産残額 830,326,691 円 697,691,442 円

（１）＋（２）－（３）

1,275,610,000

　地域振興助成金及び防災支援助成金は、助成団体及び助成金額の上限額を定め、事

業年度当初に助成を希望する会員団体を募集している。令和２年度においては、コロ

ナ禍における地域イベントの縮小開催や中止といった事態を鑑み、特例措置として地

域振興助成金と防災支援助成金の合計金額600万円を上限額に変更し助成したが、令和

元年度同様、19市町に加えて、厚生福祉分野の一部事務組合からの助成申請に留まっ

たため、予定額を下回り、計画額の73%程度の執行状況である。

　公益目的支出計画が10年と比較的長期であるため、これまで、一部事務組合等に対

し、地域に開かれた事業であれば共同処理する事務にかかる事業であっても助成対象

事業として認めることとして、事業年度当初の計画額を達成するよう事業を実施して

きているが、事業開始後、８年が経過した時点において、本事業の執行状況等につい

て精査する中、全事業年度において公益目的支出の額が依然として予定どおり執行で

きていないため、公益目的支出計画の完了予定年月日（令和５年３月31日）での完了

が困難である状況に変わりはない。ついては、公益目的支出計画の完了予定年月日を

４年間延長（令和９年３月３１日）することについて、行政庁である三重県より変更

の認可を受けるべく、令和４年度に申請ができるよう手続きを進めていきたいと考え

ている。

円110,132,198

円

0

円 132,635,249

実施事業収入の額 円

182,230,000

1,750,202,198

0 円 0 円

円

円

円
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一般財団法人 三重県市町職員互助会

　理事長　　西　　田　　　　健　　 様

　　　　　　　　　　　　　　

監　事　　橋　爪　政　吉　　㊞

監　事　　加　藤　　　隆　　㊞

　私たち監事は、当法人の令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの令和２年度

に関する理事の職務の執行について監査を行いました。その方法及び結果について以下の

とおり報告いたします。

１　監査の方法及びその内容

　私たち監事は、理事及び事務局職員と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整

備に努めるとともに、理事会及びその他の重要な会議に出席し、理事及びその事務局職員

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類

等を閲覧し、法人事業所において業務及び財産の状況並びに公益目的支出計画の実施の状

況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属

明細書について検討しました。

　さらに、当該事業年度に係る会計帳簿及びこれに関連する資料の調査を行い、計算書類

等（貸借対照表、正味財産増減計算書及びこれらの附属明細書並びに財産目録）並びに公

益目的支出計画実施報告書について検討いたしました。

２　監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

　　　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示

　　　　しているものと認めます。

　　　②　理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する事実は

　　　　認められません。

（２）計算関係書類の監査結果

　　　　　計算書類及びその附属明細書は、法人の財産及び損益（正味財産増減）の状況

　　　　をすべての重要な点において適正に表示しているものと認めます。

（３）公益目的支出計画実施報告書の監査結果

　　　　　公益目的支出計画実施報告書は、法令及び定款に従い法人の公益目的支出計画

　　　　の実施の状況を正しく示しているものと認めます。

以上　

令和　３　年　５　月　２１　日

監　査　報　告　書

写
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